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　HIVの影響を最も大きく受けているの誰なのか?

　そして、その人たちへのサービスを改善するには何が必要な
のか?

　国境を越え、時間の経過によっても、その答えは変化します。
　HIVの流行はそれぞれに異なり、
　常に同じ状態のまま推移するわけではありません。

　それでも、政治的、経済的、社会的、文化的に多様な現実
を背景にしつつ、アジア・太平洋地域には共通するパターンが
あります。最新のUNAIDS年次報告書『2023 Global AIDS 
Update』に紹介されたデータによると、この地域ではキーポピュ
レーションの若者たちが不釣り合いに大きなHIVの影響を受けて
いることが繰り返し示されているのです。

　アジア・太平洋地域では15-24歳の若年層が人口の15%を占
めています。男性とセックスをする男性、薬物使用者、セックス
ワーカー、トランスジェンダー女性といったキーポピュレーション
の若者は、その若年人口全体のごく一部です。しかし、性的パー
トナーを合わせれば、こうした若いキーポピュレーション層が域
内の新規HIV感染者数全体のほぼ約4分の1（26%）を占めて
いるのです。カンボジア、インドネシア、ミャンマー、ラオス、フィ
リピン、タイでは、キーポピュレーションのコミュニティに属する
若者とその性パートナーが、新規HIV感染者推定数の約半数を
占めています。

　域内全体では2022年の若者の新規HIV感染者数は2010
年当時より22%減少していました。ただし、この減少傾向も
2030年までにアジア・太平洋地域のエイズ流行を終結に導ける
ほどには、力強いものではありません。いくつかの国で新規感
染者数が急増したことによって、他の国の減少が相殺されている
面もあります。2010年当時と比べても、アフガニスタン、バン
グラデシュ、パプアニューギニア、フィリピンでは15-24歳の新
規HIV感染者数が増加しているのです。



　男性とセックスをする男性（MSM）の状況はとりわけ深刻で
す。キーポピュレーションとしてのMSMの若年層は、アジア・
太平洋地域における15-24歳の新規HIV感染者数全体の約半数

（52%）を占めています。いくつかの国ではゲイ男性のHIV感
染の流行が拡大しています。2010年当時と比べると、男性とセッ
クスをする男性の新規HIV感染者数は、フィリピンで6倍、カン
ボジアで3倍、ラオスで2倍と推定されているのです。

　社会状況は変化しています。新しい世代はインターネットで出
会いを求めています。メタンフェタミンから合成オピオイドに至る
まで、新しい薬物が登場しています。ネットによる薬物購入も可
能です。「ケムセックス」（性行為の際のレクリエーションドラッグ
使用）も増加しています。

　一方で、対策資金は減少しています。予防サービスが若者の
ニーズに応えていないことも多く、さまざまな脆弱性を抱えるキー
ポピュレーションの若者に対応することは到底できない状態で
す。トランスジェンダーの若いセックスワーカーはどこに支援を
求めればいいのでしょうか？ 注射薬物を使用する若いゲイ男性は
どうでしょうか？残念ながらこうしたサービスは地域全体で不足し
ています。

　こうした課題の解決に向けたロードマップがあります。不平等
をなくすことに焦点を当てた世界エイズ戦略2021～2026、お
よびアジア・太平洋地域の若いキーポピュレーションの擁護活動
家らの知恵から生まれたロードマップです。

　キーポピュレーションの若者の精神的健康をまもり、良質で、
若者に優しく、差別のないプログラムとサービスを求めるもの
です。都市部と農村部に住む人びとのニーズをともに満たすに
は、公平かつ利便性の高いかたちでHIVサービスを提供する
ことに重点を置く必要があります。HIV自己検査や曝露前予防

（PrEP）、キーポピュレーションの若者がどこにいても利用でき
るバーチャル介入などの革新的なアプローチを用いて常に最新
であることも必要です。

　若者を擁護するための活動家は、キーポピュレーションの意識
を高めるために創造的で革新的な戦略をオフライン、オンライン
ともに活用しています。この活動は家族、コミュニティ、学校、
医療現場における有害なスティグマや差別を解消する努力と合わ
せて進める必要があります。若いキーポピュレーションにとりわ
け大きな影響を与える法律や政策の見直しと改革も求めていま
す。真っ先にそのリストにあげられるのは、キーポピュレーション
の若者たちを平等な権利を有する市民としてではなく、犯罪者と
して扱う懲罰的な法律を撤廃することです。

　アジア・太平洋地域で抗レトロウイルス治療を受けている人は
いまも、HIV陽性者全体の3分の2（65%）にとどまっています。
2010年当時と比較しても、年間の新規HIV感染の減少率はわ
ずか14%です。エイズ流行終結には、新規感染をもっと大きく
抑える必要があります。いましっかりとした行動をとらなければ、
予防の成果が失われ、新規感染は増加に転じるリスクもあるので
す。

　他のどの地域と比べても、アジア・太平洋地域では、HIV陽
性者全体に占めるキーポピュレーションの人たちの割合が高く
なっています。明確な使命感のもとで、キーポピュレーションの
コミュニティが直面する健康と人権の課題に立ち向かわなければ
なりません。最も若く、最も弱い立場に置かれているメンバーに
手を差し伸べることがとりわけ大切です。
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地域別ファクトシート　
アジア・太平洋地域

　著しい不平等の存在と多様な流行のトレンドが、アジア・太平洋地域におけるHIV対策の

進展を妨げている。域内のHIVの流行は、キーポピュレーションの人たち、とりわけ若年層

（15-24歳）とその性的パートナーに極端な影響を及ぼしている。2022年には新規HIV感

染者数の約4分の1を若者が占めていた。カンボジア、インドネシア、ラオス、ミャンマー、フィ

リピン、タイでは、新規HIV感染者のほぼ半数が若年層だった。2010年当時と比べると、

地域全体の新規HIV感染者数およびHIV関連の死亡者数は、減少してこそいるものの（図

4.1）、近年になって流行が拡大している国もいくつかある。注1

　キーポピュレーションの人たちのHIV陽性率の中央値は、一般集団よりもはるかに高い （図 

4.2）。2010年当時と比べると、ゲイ男性など男性とセックスをする男性の新規HIV感染

者数は、フィリピンで6倍、カンボジアで3倍、ラオスでほぼ2倍に増えたと推計されている。

覚醒剤や合成オピオイドの使用が増加し、薬物使用者のHIV感染リスクも増している（1）。

（注1）　地域内で2022年に新規HIV感染者数が増加した国には、アフガニスタン、バングラデシュ、フィジー、パプアニューギニア、
フィリピン、東ティモールが含まれる

■ エイズ関連死亡者数の推移■ 新規HIV感染者数の推移

Source: UNAIDS epidemiological estimates, 2023（https://aidsinfo.unaids.org/）.
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図4.1　アジア・太平洋地域の年間新規HIV感染者数とエイズ関連死亡者数、2000～2022年
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◦ 14% 2010年と比べた年間新規HIV感染者数の減少率

◦ 51% 2010年と比べた年間エイズ関連死亡者数の減少率

◦ HIV陽性者数：650万人［530万-780万人］

◦ 年間新規HIV感染者数：30万人［22万-40万人］

◦ 年間エイズ関連死亡者数：15万人［11万-22万人］

検査と治療のカスケード（全年齢層）

◦ 自らの感染を知っているHIV陽性者の割合：78%［64-94%］

◦ 治療を受けているHIV陽性者の割合：65%［54-78%］

◦ 体内のウイルス量が抑制されているHIV陽性者の割合：  
62%［51-74%］

HIV対策資金

◦ HIV対策に使える年間資金：37億米ドル［2025年ターゲット
必要額に60%不足］

2022年のデータ

図4.2　成人人口（15-49歳）全体と比較したキーポピュレーションのHIV陽性率、     
アジア・太平洋地域で報告のあった国、2018～2022年

セックスワーカー
（n=15）

最大値

上位四分の一

平均値
中央値

下位四分の一
外れ値

最小値

データの報告があったアジア・太平洋地域の国のHIV陽性率中央値は以下の通り。

セックスワーカー　1.1%
ゲイ男性など男性とセックスをする男性　4.7％
注射薬物使用者　4.2％
トランスジェンダーの人たち　3.9%
受刑者　0.9%

成人人口（15-49歳）全体の推定HIV陽性率　0.2%［0.2-0.3%］

ゲイ男性など男性と
セックスをする男性

（n=16）

注射薬物使用者
（n=11）

トランスジェンダー
の人たち
（n=9）

受刑者
（n=11）

成人人口
（15-49歳）

グラフの見方

Sources: UNAIDS Global AIDS Monitoring, 2023; UNAIDS epidemiological estimates, 2023（https://aidsinfo.unaids.org/）.

Notes：n=国の数。報告国の総数は42カ国。
成人人口の陽性率の不確実性限界は、（測定可能な場合）真の値が収まる範囲と定義。範囲が狭ければ、推定はそれだけ正確であり、範囲が広くなれば推定に関する不確実性が大きいことを示す。
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　曝露前予防（PrEP）の拡大に加え、ハームリダクションサービスや自己検査、バーチャル

介入などを含むコンビネーションHIV予防サービスの普及に向けた努力が続けられてきた。

2022年には、利用者が59%増加したベトナムをはじめ、いくつかの国がPrEPの大幅な

拡大を報告している。しかし、予防サービスの普及と達成目標との間には依然、大きなギャッ

プがあり（図4.3）、そのギャップは特にキーポピュレーションの若者の間で顕著になっている。

　アジア・太平洋地域の95-95-95ターゲットに向けた進捗状況は、国および人口集団によっ

て大きく異なっている。キーポピュレーションの人たちとその性的パートナーに検査や治療を

提供することが困難であるからだ。抗レトロウイルス治療の普及率が80%を超えているの

は、カンボジア、ニュージーランド、タイだけだった。データが公開されている国だけで見

ても約3分の1（22カ国中8カ国）が50%未満にとどまっている。主要な治療薬の選択肢

としては、ドルテグラビルがベースになった投薬の組み合わせが域内で拡大しており、この

点に治療成績の改善が期待されている。

図4.3　キーポピュレーションへのHIV予防普及率、アジア・太平洋地域でデータが入手できる国、2018～2022年

女性セックスワーカー ゲイ男性など男性と
セックスをする男性

トランスジェンダー
の人たち

注射薬物使用者

域内中央値

a　計算は以下の報告に基づく。女性セックスワーカー 11カ国、ゲイ男性など男性とセックスをする男性 9カ国、トランスジェンダーの人たち 6カ国、注射薬物使用者 5カ国。

Source: UNAIDS Global AIDS Monitoring, 2023（https://aidsinfo.unaids.org/）. 

Note：予防策の普及率は、キーポピュレーションの人たちの中で、過去3カ月以内に複数のHIV予防サービス（3つのサービスのうち少なくとも2つ）を組み合わせて受けたと報告している人の割合として測定。
トランスジェンダーの人たち、セックスワーカー、ゲイ男性など男性とセックスをする男性には、コンドームと潤滑剤の提供；コンドーム使用と安全なセックスに関するカウンセリング；性感染症の検査（注射薬物
使用者には滅菌した注射針・注射器の提供）。
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　HIV陽性者やキーポピュレーションの人たちに対するスティグマと差別は依然、大きな障壁

となっている。ニュージーランド、およびオーストラリアの一部の州を除けば、アジア・太平

洋地域のすべての国が、セックスワークを犯罪とみなしている。17カ国は、同性間の私的

な性行為を犯罪としている。そうした中で注目すべきは、クック諸島とシンガポールの議会

がそれぞれ2022年11月と2023年4月に、合意に基づく男性間の性行為を禁止していた

植民地法を廃止したことだ。一方で、パキスタンでは、画期的かつ進歩的な2018年トラン

スジェンダー法の一部が最近、連邦シャリーア裁判所の決定で取り消され、トランスジェンダー

の権利が脅威に曝されている。薬物使用や個人使用目的の所持に対し、厳罰で臨んでいる

アジアの多くの国では依然、刑務所やその他の閉鎖的施設の過密状態が続いている（2）。

少なくとも14カ国では麻薬犯罪に対する死刑が導入されている。

　障壁の打破には、国のしっかりとした政治的リーダーシップと協力が不可欠である。東南

アジア諸国連合（ASEAN）は、2030年までに不平等を解消し、エイズ終結に向けた軌道

に乗せることを首脳宣言で約束し（3）、実施に向けたロードマップの作成を進めてきた（4）。

　コミュニティ主導の対応はHIV対策の重要な要素であり続けている。アジア・太平洋地域

では全体として、コミュニティ主導のモニタリングが進められ、アプローチの調整、およびコ

ミュニティ主導の組織への技術支援の提供といった取り組みも行われている。インドネシア、

ネパール、パプアニューギニアではコミュニティ主導のモニタリングが全面的に実施されてき

たが、依然としてキーポピュレーションの若者が意思決定の場に意味のあるかたちで関与す

る機会は限られている（5）。

　アジア・太平洋地域のHIV対策は、HIV予防・検査・治療・ケアのサービスの革新と拡大；

PrEPやバーチャル介入など新技術の活用；サービス利用を妨げる障壁の撤廃；キーポピュレー

ションの重視；コミュニティのリーダーシップの充実と強化；法律と政策の改革などに優先的

に取り組む必要がある。

　2022年には、アジア・太平洋地域における各国の国内資金がHIV対策に利用可能な資

金全体の85%を占めていた。2021年と比べると3%の減少である。2025年ターゲットの

達成に必要な年間資金推定額に対してはなお60%の資金ギャップがあり、このギャップを埋

めるためには、公平で持続可能な資金調達にさらに積極的に取り組まなければならない。
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表4.1　キーポピュレーションの推定人口規模、アジア・太平洋地域で報告のあった国、2018～2022年
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アジア・太平洋地域全体の
成人人口（15-49歳）に占める
推定割合の中央値 a

各国の推定人口
コミュニティ別の推定人口
不十分なデータ
データなし

Source: UNAIDS Global AIDS Monitoring, 2023（https://aidsinfo.unaids.org/）; Spectrum DemProj module, 2023;

a　Guide for updating Spectrum HIV estimates, UNAIDS 2023
（https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fhivtools.unaids.org%2Fwp-content%2Fuploads%2F73DGuide-for-updating-Spectrum-HIV-estimates.
docx&wdOrigin=BROWSELINK）.

Note1：推定値は各国政府による2018～2022年報告。Key Populations Atlas（ https://kpatlas.unaids.org/ ）や学術出版物、研究所発行文書などさまざまな情報源から追加もしくは代替の推定値が
得られることもある。

Note2：コミュニティ別人口規模推計の対象地域は以下のとおり。
アフガニスタン：ゲイ男性など男性とセックスする男性（ヘラート、ジャララバード、カブール、カンダハル、クンドゥズ、マザール）。注射薬物使用者（ファイザバード、ヘラート、ジャララバード、カブール、カ
ンダハル、クンドゥズ、マザール、ザランジ）。
モンゴル：ダルハン、ドルノド、オルホン、ウランバートル。
ニュージーランド：北部地域
フィリピン：セブ、セブ州、ダナオ、ラプラプ、マンダウエ、ナガ、タリサイ。
ベトナム：ハノイ
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図4.4　アジア・太平洋地域におけるHIV検査と治療のカスケード、年齢別・男女別、2022年

図4.5　アジア・太平洋地域における成人（15歳以上）のHIV陽性者のうち、最近、感染した人、    
自らの感染を知っている人、治療を受けている人、ウイルス量が抑制されている人の割合、2017～2022年

HIV陽性者全体 HIV陽性の女性（15歳以上） HIV陽性の男性（15歳以上）

■ 自らの感染を知っているHIV陽性者　　■ 治療を受けているHIV陽性者　　■ 体内のウイルス量が抑制されているHIV陽性者

Source: UNAIDS special analysis of epidemiological estimates, 2023.

治療を受けウイルス量が抑制されているHIV陽性者
治療を受けているが、ウイルス量は抑制されていないHIV陽性者
自らの感染は知っているが、治療は受けていないHIV陽性者
6カ月以上前に感染しているが、自らの感染を知らないHIV陽性者
過去6カ月以内に感染したHIV陽性者

Source: UNAIDS special analysis of epidemiological estimates, 2023.
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図4.6　治療を受けているHIV陽性者のうち、ウイルス量検査を受けている人の割合　     
アジア・太平洋諸国の一部とアジア・太平洋地域全体、2022年

■ 抗レトロウイルス治療を受けているが、毎年のHIVウイルス量検査は受けていない　　■ 抗レトロウイルス治療を受け、毎年のHIVウイルス量検査も受けている

Source: UNAIDS Global AIDS Monitoring, 2023（https://aidsinfo.unaids.org/）
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表4.2　法律と政策に関するスコアカード　アジア・太平洋地域、2023年

エイズ終結への投資
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差

別
禁
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定
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トランスジェンダーの人たちに対する犯罪者規定

■ Yes

■ No

■ データなし

セックスワークの犯罪化 b

■ セックスワークに対し何らかの犯罪化規定または懲罰的規制
がある

■ セックスワークは懲罰的規制の対象になっていない、または
犯罪化されていない

■ データなし

同性間の私的な性行為の犯罪化

■ 死刑

■ 収監（最長14年）もしくは特定の処罰を定めていない

■ 同性間の性行為を罰する法律が非犯罪化された、またはそう
した法律がすでに存在しない、もしくは特定の法律がない

■ データなし

結婚・就労・居住許可の際、もしくは特定の人たちを対
象にしたHIV検査の義務化

■ Yes

■ No

■ データなし

HIV感染の有無に基づく差別から保護する法律

■ Yes

■ No

■ データなし

少量の薬物所持を犯罪化

■ Yes

■ No

■ データなし

HIVの感染・非開示・曝露を犯罪とする法律

■ Yes

■ No、ただし、起訴は一般刑法に基づいて行う

■ No

■ データなし

セックスワークに関する憲法または法律による差別禁止
規定

■ Yes

■ No

■ データなし

性的指向に関する憲法または法律による差別禁止規定

■ Yes

■ No

■ データなし

HIV感染者の入国・滞在・居住を制限する法律または政
策

■ 強制送還、短期・長期滞在の禁止、一部はHIV検査・開示
を条件に許可

■ 短期・長期滞在の禁止、一部はHIV検査・開示を条件に許可

■ 一部はHIV検査・開示を条件に許可

■ 規制なし

未成年がHIV検査を受ける際の親の同意を義務付け

■ Yes

■ No

■ データなし

性自認に関する憲法または法律による差別禁止規定

■ Yes

■ No

■ データなし

注射薬物使用者に対する憲法または法律による差別禁止
規定

■ Yes

■ No

■ データなし

Notes:

a　トランスジェンダーの人たちを犯罪者とみなす法律とは、異性装や異性になりすますことを禁止する法律を含め、トランスジェンダーや多様なジェンダーの人たちの性表現を犯罪とみなす法律を指す。

b　セックスワークの犯罪化とは、性的サービスの売買、および性的サービスの売買に関連する補助的な活動、セックスワークの組織または管理により利益を得ることを含め、セックスワークのあらゆる側面につ
いて犯罪とみなすことを指す。

c　少量の薬物所持の犯罪化とは、個人使用にのみ十分な量の薬物の所持を含む、あらゆる量の薬物の所持の犯罪化を指す。マリファナの使用や所持を非犯罪化している国でも、それだけでは依然、少量の薬
物の所持を犯罪化しているとみなされる。

d　憲法またはその他の非差別規定とは以下を指す。憲法による差別の禁止が、裁判所と政府の政策により、セックスワーク/性的指向/性自認/薬物使用または依存を理由とする差別を含むと解釈されている
かどうか、セックスワーク/性的指向/性自認/薬物使用または依存を指定する他の法律上の差別禁止条項があるかどうか。
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図4.7　アジア・太平洋地域のHIV対策資金、2010～2022年、および2025年の推定年間資金必要額

■ 国内資金（公的資金および民間資金）　　■ 米国（二国間援助）　　■ グローバルファンド　　■ その他の国際資金

Source: UNAIDS financial estimates and projections, 2023
（http://hivfinancial.unaids.org/hivfinancialdashboards.html）; Stover J, Glaubius R, Teng Y, Kelly S, Brown T, Hallett TB et al. Modelling the epidemiological impact of the UNAIDS 
2025 targets to end AIDS as a public health threat by 2030. PLoS Med. 2021;18（10）:e1003831.

Note：2019年米ドル換算で推計
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